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（単位：千円）

金　　　　額 金    　 額

　流　動　資　産 4,034,674 　流　動　負　債 2,761,954

現金及び預金 708,820 リース債務 71,011

売掛金 2,122,881 未払金 1,474,310

未収金 747,052 未払費用 447,199

貯蔵品 224,253 未払法人税等 1,155

前払金 488 未払消費税等 26,384

前払費用 23,462 預り金 90,622

短期貸付金 207,715 前受運賃 180,640

前受収益 168,310

仮受金 159

賞与引当金 302,160

　固　定　資　産 1,612,013 　固　定　負　債 769,547

有形固定資産 984,270 リース債務 121,750

建物 578 退職給付引当金 647,797

建物付属設備 66,694

構築物 466,958

車両運搬具 1,113,796

機械設備 376,500 3,531,502

工具器具備品 284,444

リース資産 244,144

減価償却累計額 △ 1,565,296

減損損失累計額 △ 3,550 　株主資本 2,115,185

無形固定資産 369,267 　　  資本金 10,000

電話加入権 886 　　　利益剰余金 2,105,185

商標権 11  利益準備金 2,500

意匠権 19,172  その他利益剰余金 2,102,685

ソフトウェア 314,939 　　任意積立金 200,000

リース資産 34,257 　　繰越利益剰余金 1,902,685

投資その他の資産 258,475

投資有価証券 25

長期前払費用 9,819

差入保証金 5,936

繰延税金資産 241,000

その他 1,694 2,115,185

5,646,688 5,646,688

貸　　借　　対　　照　　表 
(2024年3月31日現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

科　　　　目 科　　　　目

負　債　合　計

純　資　産　の　部

資　産　合　計 負債・純資産合計

　　純　資　産　合　計
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（単位：千円）

内　　　　　訳 合　　　　　計

 営  業  収  益 13,460,932
一般路線バス運輸収入 11,115,547
IKEA・貸切等運輸収入 345,298
そ  の  他  収  入 2,000,086

 営  業  費  用 13,107,272
一般路線バス事業 11,702,435

人   件   費 5,933,897
物   件   費 2,449,267
経         費 1,524,820
委   託   費 1,380,707
減価償却費 413,742

IKEA・貸切事業等 901,867
人   件   費 310,678
物   件   費 102,990
経         費 104,013
委   託   費 345,338
減価償却費 38,846

一  般  管  理  費 502,969
人   件   費 284,741
物   件   費 23,265
経         費 164,465
委   託   費 24,329
減価償却費 6,167

 営  業  利　益 353,659
 営  業  外  収  益 63,257

受 取 利 息 697
雑   収   入 62,559

 営  業  外  費  用 3,816
支 払 利 息 212
雑   損   失 3,604

　経　常　利　益 413,100
　特　別　利　益 82,274
    国庫補助金等収入 82,274
　特　別　損　失 128,791
　　固定資産等除却損 2,223
　　固定資産圧縮損 82,174
　　臨 時 損 失 44,393

366,583

1,155

67,000
298,428

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

損　　益　　計　　算　　書
( 自　2023 年 4 月 1 日　 至　 2024 年 3 月 31 日 )

科　　　　　　　　　　　　　目
金　　　　　　　　　　額

経
 
 
 
 
 
 
 
 

常
 
 
 
 
 
 
 
 

損
 
 
 
 
 
 
 
 

益

営
 
 
 
 
 
 

業
 
 
 
 
 
 

損
 
 
 
 
 
 

益

営
業
外
損
益
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個 別 注 記 表 

 

 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

⑴  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品は移動平均法による原価法によっております。 

⑵  固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

なお、耐用年数、残存価格については法人税法に規定する方法と同一の基準によ

っています。 

②  無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しています。 

③  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産については、リース

期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しています。 

⑶  引当金の計上基準 

①  賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、当期に負担すべき支給見込額を計上していま

す。 

②  退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に

基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。 

   ア 退職給付見込額の期間帰属方法 

     退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

   イ 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

     数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（5 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（5年）による定額法により費用処理しております。 

③  貸倒引当金 

債権の貸倒に備えるため、一般債権については貸倒実績率により回収不能見込額 
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を計上しています。 

⑷  収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内

容及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）として、一

般乗合バス事業では、顧客との契約により輸送役務を提供しており、この一般乗合バ

ス事業における定期運輸収入については、輸送役務が有効期間にわたって提供される

ものと判断し、有効期間の開始日を基準に一定の期間における経過月まで月割で収益

を認識しております。また、定期外運輸収入については、輸送役務の完了をもって収

益を認識しております。 

 

２ 貸借対照表に関する注記 

⑴  関係会社に対する金銭債権                     550百万円 

⑵  関係会社に対する金銭債務                      479百万円 

⑶  国庫補助金等の受入れによる固定資産圧縮記帳累計額         104百万円 

 

３ 損益計算書に関する注記 

⑴  関係会社との取引高 

    営業取引による取引高 

  営業取引（収益分）                    2,583百万円 

 営業取引（費用分）                    1,553百万円 

  営業取引以外の取引による取引高（収益分）            7百万円 

⑵  大阪府路線バス・タクシー事業者燃料費高騰対策事業補助金 

当期において、103 百万円の大阪府路線バス・タクシー事業者燃料費高騰対策事

業補助金（燃料費・タイヤ）を受給しており、燃料費から 88百万円、車両修繕費か

ら 15百万円を控除しております。 

⑶  貯蔵品の評価損 

貯蔵品として管理しております制服については、2024 年 6 月から新たな制服に変

更することを決定しております。この決定により、2024 年 4 月及び 5 月に使用する

予定分を除き貯蔵品としての資産価値が見込めなくなるため、簿価を切り下げるこ

ととし、44百万円を特別損失に計上しております。 

 

４ 株主資本等変動計算書に関する注記 

 当事業年度末における発行済株式数 

普通株式  75株 

 

５ 税効果会計に関する注記 

  繰延税金資産の発生の主な原因は繰越欠損金であります。 
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６ リースにより使用する固定資産に関する注記 

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機及び周辺機器等の一部については、

所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しています。 

 

７ 関連当事者との取引に関する注記 

⑴ 親会社及び法人主要株主等                 （単位：百万円） 

種類 
会社等

の名称 

議決権等の

所有(被所

有)割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

親会社 

大阪市

高速電

気軌道

㈱ 

（被所有） 

直接

65.3％ 

運賃精算の

受入等 

運賃精算の

受入 
2,393 売掛金 259 

固定資産の

賃借等 

土地建物、

車両等の 

借入 

885 未払金 217 

資金の貸付 

グループフ

ァイナンス

による貸付 

7,400 
短期 

貸付金 
200 

資金の借入 

グループフ

ァイナンス

による借入 

700 
短期 

借入金 
0 

主要 

株主 
大阪市 

（被所有） 

直接

34.7％ 

間接

65.3％ 

ネットワー

ク維持改善

補助金 

受入等 

ネットワー

ク維持改善

補助金の 

受入 

635 未収金 635 

（注）１．取引金額には消費税等相当額が含まれておらず、期末残高には消費税等相当額

が含まれています。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

  運賃精算の受入については、大阪市高速電気軌道㈱において、共通一日券や連

絡定期券販売に伴う運賃等の精算業務を一元的に行っているものであり、当社利

用実績等に基づく運賃を受け入れているものであります。 

土地建物の借入については、不動産鑑定士の鑑定価格を、車両等については、

取得価格を勘案して算定した対価に基づき決定しております。 

  資金の借入については、市場金利を勘案して決定しております。 

ネットワーク維持改善補助金の受入については、大阪市の「大阪市バスネット

ワーク維持改善補助金交付要綱」に基づき、地域サービス系路線を対象に、その

運行の維持に必要な経費の一部を補助金として受け入れているものであります。 
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⑵ 役員及び個人主要株主等                  （単位：百万円） 

種

類 

会社等の 

名称 

議決権等

の所有(被

所有)割合 

関連当事者と

の関係 
取引の内容 

取引 

金額 
科目 

期末 

残高 

役

員

及

び

そ

の

近

親

者 

堀 元治 ― 

当社取締役 

会長、 

親会社常務 

取締役、 

㈱スルッと 

KANSAI代表 

取締役社長 

交通系 IC

カードによ

る運賃精算

の受入 

3,560 売掛金 344 

（注）１．取引金額には消費税等相当額が含まれておらず、期末残高には消費税等相当額

が含まれています。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

交通系 IC カードによる運賃精算の受入については、㈱スルッと KANSAI におい

て、交通系 ICカード利用に伴う運賃等の精算業務を一元的に行っているものであ

り、当社利用実績等に基づく運賃を受け入れているものであります。 

 

８ 一株当たりの情報に関する注記 

一株当たり純資産額                         28,202,478円 84銭 

一株当たり当期純利益                     3,979,050円 65銭 

 

９ 重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 


